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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載し 

ておりません。 

  

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第52期 

第２四半期 
連結累計期間

第53期 
第２四半期 
連結累計期間

第52期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 11,101 11,040 22,383 

経常利益 (百万円) 609 969 1,566 

四半期(当期)純利益 (百万円) 287 616 760 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 47 389 748 

純資産額 (百万円) 18,260 18,819 18,696 

総資産額 (百万円) 26,246 27,529 27,555 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 10.78 23.40 28.53 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 69.6 68.4 67.9 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 505 730 2,476 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △106 553 △299 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △355 △504 △880 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 8,210 10,264 9,654 

回次
第52期 

第２四半期 
連結会計期間

第53期 
第２四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年７月１日 
至  平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 4.51 14.03 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第２四半期連結累計期間において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

  
（１）業績の状況 

当社グループは、タッチパネル用ハードコートフィルムを中心としたフラットパネルディスプレイ向

け製品を戦略製品と位置付け、その開発と販売に注力してまいりました。営業面においては、エレクト

ロニクス製品の世界的な製造拠点である東アジア地域をターゲットとして積極的な営業を展開いたしま

した。また、グループを挙げた経費削減を継続し、経営効率のさらなる改善を進めています。 

タッチパネル用ハードコートフィルムの販売は、スマートフォン、タブレットＰＣを中心に高付加価

値品が堅調に推移しました。また、工程用粘着フィルムも製造業向けに堅調に推移しました。しかしな

がら、ＴＶ向け液晶バックライト用フィルムの販売が減少したことにより減収となりましたが、生産性

の向上により増益となりました。 

これらの結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は11,040百万円（前年同四半期比0.5％

減）、営業利益は1,072百万円（同33.8％増）、経常利益は969百万円（同59.1％増）、四半期純利益は

616百万円（同114.3％増）となりました。 

  
セグメントごとの業績は、次のとおりであります。 

① 日本 

タッチパネル用ハードコートフィルムの販売は、スマートフォン、タブレットＰＣを中心に高付加

価値品が堅調に推移しました。また、工程用粘着フィルムも製造業向けに堅調に推移しました。しか

しながら、ＴＶ向け液晶バックライト用フィルムの販売が減少したことにより減収となりましたが、

生産性の向上により増益となりました。 

これらの結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は9,808百万円（前年同四半期比0.8％

減）、営業利益は954百万円（同15.0％増）となりました。 

  
② 北米 

北米工場での製造品の販売が大幅（前年同四半期比）に増加したことにより、増収増益となりまし

た。 

この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は799百万円（前年同四半期比19.9％増）、

営業利益は103百万円（前年同四半期の営業損失は38百万円）となりました。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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③ 東アジア 

ＦＰＤ-５製品（Flat Panel Display５品目）の中では、工程用粘着フィルムの販売が減少しまし

たが、他のＦＰＤ-５関連製品の販売が伸びたことで増収増益となりました。 

これらの結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は304百万円（前年同四半期比2.2％

増）、営業利益47百万円（同46.1％増）となりました。 

  
④ 欧州 

中小型インクジェットプリンターの販売及びＴＶ向け液晶バックライト用部材加工の受注が減少し

たことにより、減収となりました。 

これらの結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は128百万円（前年同四半期比48.1％

減）、営業損失は38百万円（前年同四半期の営業損失は31百万円）となりました。 

  
（２）財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末における資産、負債、純資産の状況は以下のとおりであります。 

なお、比較増減額はすべて前連結会計年度末を基準にしております。 

  
① 資産 

総資産は前連結会計年度末に比べ26百万円減少し、27,529百万円となりました。主な変動要因は、

現金及び預金の増加575百万円、仕掛品の増加293百万円、土地の減少278百万円、投資有価証券の減

少635百万円であります。 

  
② 負債 

負債は前連結会計年度末に比べ149百万円減少し、8,709百万円となりました。主な変動要因は、未

払法人税等の増加64百万円、流動負債その他の増加344百万円、支払手形及び買掛金の減少393百万

円、長期借入金の減少178百万円であります。 

  
③ 純資産 

純資産は前連結会計年度末に比べ122百万円増加し、18,819百万円となりました。主な変動要因

は、利益剰余金の増加484百万円、自己株式の取得による減少134百万円、その他有価証券評価差額金

の減少87百万円、為替換算調整勘定の減少139百万円であります。これらの結果、自己資本比率は

68.4％となりました。 

  
（３）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前年同四半期連

結累計期間に対して25.0％増加し、10,264百万円となりました。 

  
(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは730百万円の資金の増加(前年同四半期連結累計期間は505百

万円の資金の増加)となりました。主な増加要因として、税金等調整前四半期純利益843百万円、減価

償却費481百万円、減損損失106百万円、貸倒引当金の増加135百万円、主な減少要因として、売上債

権の増加207百万円、たな卸資産の増加374百万円、仕入債務の減少370百万円がありました。 
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(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは553百万円の資金の増加(前年同四半期連結累計期間は106百

万円の資金の減少)となりました。主な増加要因として、有形固定資産の売却による収入208百万円、

投資有価証券の償還による収入500百万円、主な減少要因として、有形固定資産の取得による支出163

百万円がありました。 

  
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは504百万円の資金の減少(前年同四半期連結累計期間は355百

万円の資金の減少)となりました。主な減少要因として、長期借入金の返済による支出195百万円、自

己株式の取得による支出134百万円、配当金の支払額131百万円がありました。 

  
（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、

重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は、次のとおりであります。 

  
(会社の支配に関する基本方針) 

当社は、平成22年５月14日開催の取締役会において、以下のとおり当社の財務及び事業の方針の決定

を支配する者の在り方に関する基本方針(以下「基本方針」といいます。)に照らして不適切な者によっ

て当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることにより当社の企業価値又は株主共同の利益が毀損

されることを防止するための取組みの一つとして導入している、「当社が発行する株券等の大量買付行

為に関する具体的な対応策」(以下「本対応方針」といいます。)を更新することを決議いたしました。

  

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社

の企業価値又は株主共同の利益を継続的に確保・向上していくことを可能とする者であることが必要

であると考えております。上場会社である当社の株券等については、株主、投資家の皆様による自由

な取引が認められており、当社取締役会としては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の

在り方は、最終的には株主全体の意思により決定されるべきであり、当社の株券等に対する大量買付

提案又はこれに類似する行為があった場合、当社株券等を売却するかどうかは株主の皆様の判断に委

ねられるべきものであると考えております。 

  なお、当社は、当社株券等について大量買付がなされる場合、これが当社の企業価値又は株主共同

の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。 

  しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方

的に大量買付提案又はこれに類似する行為を強行する動きが顕在化しております。そして、かかる株

券等の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値又は株主共同の利益に対する明白な侵害をも

たらすもの、株主に株券等の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が

株券等の大量買付の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十

分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすた

めに買付者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値又は株主共同の利益を毀損する

と思われるものも少なくありません。 

  当社の経営にあたっては、当社の企業理念、企業価値のさまざまな源泉、並びに顧客、取引先及び

従業員等のステークホルダーとの間に築かれた関係等への十分な理解が不可欠であり、これらに対す

る十分な理解がなければ、当社の企業価値又は株主共同の利益を確保・向上させることはできませ

ん。当社の企業価値の源泉は、①独創的な技術開発力、②先進的な製造技術と一貫した品質保証体

制、③「プロ集団」たる従業員の存在、④顧客・取引先との切磋琢磨する関係にあるため、当社の企

業価値又は株主共同の利益を確保・向上させるには、特にかかる当社の企業価値の源泉に対する理解
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が必要不可欠であります。当社株券等の大量買付を行う者が、かかる当社の企業価値の源泉を理解

し、中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値又は株主共同の利益は毀損さ

れることになります。 

  当社としては、このような当社の企業価値又は株主共同の利益を毀損する大量買付を行う者は、当

社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付行為

に対しては必要かつ相当な対抗手段を講じることにより、当社の企業価値又は株主共同の利益を確保

する必要があると考えます。 

  

② 基本方針の実現に資する取組み 

ａ．当社の企業価値又は株主共同の利益の確保・向上に向けた取組みについて 

(ⅰ) 当社の企業理念について 

  当社は、技術開発型の企業としてグローバルに発展することにより、顧客・株主及び従業員

の満足を得ることに努め、地域の発展と繁栄に寄与し、地球環境をまもり、未来に向けて社会

とともに前進します。 

(ⅱ) 当社の企業価値の源泉について 

  当社は昭和27年の設立以来、技術開発型の企業としてグローバルに発展することにより、顧

客・株主及び従業員の満足を得ることを基本理念として、かかる方針の下、研究開発及び技術

の革新を推進し、企業価値を向上させてまいりました。 

  かかる当社の企業価値の源泉は、①市場の急速な変化を先取りできる独創的な技術開発力、

②多様な顧客に満足いただける製品を生み出す先進的な製造技術と高度で一貫した品質保証体

制、③高品位な製品を適時に創り上げるための高い技術力を有する「プロ集団」たる従業員の

存在、④常に最高の製品、商品及びサービスをともに創り上げていく顧客・取引先との切磋琢

磨する関係にあります。 

  具体的には、第一に、当社の内外にわたる顧客それぞれにとって最高の製品、商品及びサー

ビスを適時に提供するためには、時代の急速な変化を予測し、顧客のニーズを先取りする先見

性が必要となります。当社は創業以来、常に顧客との対話を重視し、顧客に満足いただける製

品を生み出すための研究開発を推進してまいりました。この独創的な技術開発力こそが顧客に

満足いただける製品、サービスの提供を可能にする原点であり、当社の企業価値を向上させて

おります。 

  第二に、独創的な技術開発力により開発された製品を高い品質で安定的に供給できること

は、顧客の信頼の獲得と取引の継続にとってきわめて重要です。このために当社では、ＩＳＯ

9001：2000を取得し、独自に構築した先進的な製造技術と、高度で一貫した品質保証体制を確

立しております。開発のみならず、製品の高品質・安定製造をも重視することにより、当社の

企業価値を向上させております。 

  第三に、当社には、従業員が部署や職位に関わりなく自由に意見を述べ合うことでその技能

等を伝承する企業風土が創業時から連綿と形成されており、従業員の技能向上の基礎となって

おります。研究開発、製造、営業等それぞれの職掌において顧客に満足いただける製品、サー

ビスを適時に提供するためには、かかる従業員と企業風土を将来にわたり確保・維持すること

が不可欠です。当社は、時代の最先端をいく独創的かつ高度な技術を開発・維持するために

は、このような高い技術力を有する従業員の存在が不可欠であるとの認識から、従業員一人ひ

とりが継続して成長し、独創的かつ高度な技能を身につけることができる体制づくりを構築し

ております。 

  第四に、時代の最先端をいく独創的かつ高度な技術を開発・維持するためには、従業員及び

企業風土のみならず、優れた製品の提供を求める顧客及び協力関係にある取引先の存在が不可

欠です。顧客から時には不可能と思われる高度な要請を受け、又は将来の市場動向を予測する

ことにより、顧客のニーズにいち早く応えることができる当社の独創的な技術開発力が継続的

に磨かれてまいりました。このような顧客・取引先との切磋琢磨する関係は、当社が世界に通

ずる技術開発型の企業として、その時代に成し得る最高の専門技術と、最高の製品・商品並び
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にサービスを内外の顧客に提供するための大きな原動力となっております。この意味で、当社

の既存の顧客・取引先との切磋琢磨する関係を将来にわたり確保することは、当社が企業価値

を向上させていく上で極めて重要です。 

(ⅲ) 当社の今後の企業価値又は株主共同の利益の確保、向上に向けた取組みについて 

イ．中長期的な経営戦略について 

  当社は、平成23年５月13日に発表いたしました「第三次中期経営計画(2012年３月期～

2014年３月期)」におきまして長期ビジョンとして下記の２点を発表いたしました。 

(a)当社グループは、表面加工技術を基軸に機能性材料のリーディングカンパニーを目指

す。 

(b)当社グループは、継続的に事業の革新と拡大に努め100年企業を目指す。 

  上記のビジョンを実現することが企業価値の持続的向上と株主共同の利益確保に資するも

のであると考えます。 

  これらを実現するために、当社はグローバル企業として継続的な成長を図るため、発展の

著しい市場及び地域に積極的な事業展開を行うとともに、グループの連帯と企業統治を強化

し、事業の選択と集中をすすめます。中核となる機能性フィルム事業部門において、よりス

ピーディーな新製品開発に努めることで高付加価値製品の比率を高め、生産方式をはじめ経

営効率の向上を図ることにより高い収益率を目指します。 

  当社の発展による企業価値の向上は「プロ集団」である従業員の意欲・能力・知識なくし

てはありえない、との認識に基づき、従業員の人的資質のさらなる向上を積極的に行うこと

により、企業価値の増大に努めてまいります。 

ロ．ＣＳＲ活動について 

  当社は、企業としての社会的責任を全うし、広く社会からの信頼を築き上げていくこと

が、企業価値の持続的向上のために必要不可欠と考え、コーポレート・ガバナンスの充実、

企業倫理の向上、リスク管理の強化及び社会との関わりの深化を重要課題と位置付けており

ます。 

  上記課題の実現のために、コンプライアンスの強化、経営の監督・監視機能の強化、経営

責任の明確化、意思決定及び業務遂行の実効性・迅速性の確保、情報開示の強化を進めると

ともに、株主の皆様、顧客、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーからの信頼を

一層高めるため、環境・安全・品質の確保と地域との対話等に取り組んでまいります。 

  
ｂ．コーポレート・ガバナンスの整備 

  当社は、取締役会、監査役会を基本に継続的なコーポレート・ガバナンスの充実が経営の最優

先課題であると考え、諸制度の整備と透明性の高い情報開示の実施を適時行うとともに、高い自

律性、効率性並びに競争力のある経営体制の確立を目指しております。 

  当社においては、株主の皆様に対する経営陣の責任を明確化するため、取締役の任期を１年と

しております。また、当社は経営会議、常務会等を設置せず、重要な業務執行及び法定事項の決

定並びに業務執行の監督は、すべて取締役会で行っております。常勤監査役及び社外監査役は、

定例及び臨時に開催される取締役会に出席し必要な意見を述べるとともに、取締役の業務執行状

況の監査を実施しております。また、監査役のサポート体制の充実を図るため、平成19年７月よ

り監査役スタッフ１名を選定いたしました。 

  当社は、以上のようなコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方に基づく諸施策を実

行し、当社の企業価値又は株主共同の利益の確保・向上を目指してまいります。 

  

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み 

当社は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されるこ

とにより、当社の企業価値又は株主共同の利益が毀損されることを防止するための取組みの一つとし

て、当社が発行する株券等の大量買付行為に関する具体的な対応策(以下「本対応方針」といいま
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す。)導入をご承認いただきました。なお、本対応方針の有効期限は、第50回定時株主総会後３年

以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までです。 

  本対応方針の導入の目的及び概要は以下のとおりです。 

ａ．本対応方針導入の目的 

  当社取締役会は、上場会社として当社株券等の自由な売買を認める以上、当社取締役会の賛同

を得ずに行われる、いわゆる「敵対的買収」であっても、企業価値又は株主共同の利益に資する

ものであれば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴

う買付提案に応じるかどうかの判断は、最終的には株主の皆様のご意思に基づいて行われるべき

ものと考えております。 

  しかしながら、株券等の大量買付行為の中には、その目的等から見て企業価値又は株主共同の

利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株券等の売却を事実上強要するおそれがあるも

の、対象会社の取締役会や株主が株券等の大量買付行為の内容等について検討し、あるいは対象

会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、大量買付者の提

示した条件が対象会社の適正な本源的価値を十分に反映しないもの等、対象会社の企業価値又は

株主共同の利益を毀損するものも少なくありません。 

  そもそも、当社が構築してきた企業価値又は株主共同の利益を確保・向上させるためには、当

社の企業価値の源泉である、①市場の急速な変化を先取りできる独創的な技術開発力、②多様な

顧客に満足いただける製品を生み出す先進的な製造技術と高度な品質保証体制、③高品位な製品

を適時に創り上げるための高い技術力を有する「プロ集団」たる従業員の存在、④常に最高の製

品、商品及びサービスをともに創り上げていく顧客・取引先との切磋琢磨する関係が必要不可欠

です。当社株券等の大量買付行為を行う者により、これら当社の企業価値の源泉が中長期的に確

保され、向上させられなければ、当社の企業価値又は株主共同の利益が毀損されることになりま

す。 

  また、外部者である買付者からの大量買付の提案を受けた際に、当社株主の皆様が上記の諸点

のほか、当社の有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果その他の当社の企業価値

を構成する要素等を適切に把握した上で、当該大量買付が当社の企業価値又は株主共同の利益に

及ぼす影響を短時間のうちに判断する必要があります。 

  かかる認識に基づき、当社取締役会は、前記の基本方針に照らして不適切な者によって当社の

財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、当社株券等に対す

る大量買付行為が行われた際に、当社株主の皆様の意思を適正に反映させるためには、当社株主

の皆様が適切に判断できる状況を確保する必要があると考えております。そのためには、当社取

締役会が必要かつ相当な検討期間内に当該買付行為について誠実かつ慎重な調査を行った上で、

当社株主の皆様に対して必要かつ十分な判断材料を提供すること、また当社株主の皆様がかかる

大量買付行為に応じるべきか否かを判断するために必要な時間を確保すること等を可能にする、

当社の企業価値又は株主共同の利益に反する大量買付行為を抑止するための枠組みを構築するこ

とが必要不可欠であると判断いたしました。 

  
ｂ．本対応方針の概要 

(ⅰ) 本対応方針に係る手続き 

  本対応方針は、当社の株券等の大量買付行為を行おうとする者(以下「大量買付者」といい

ます。)が現れた場合に、当該大量買付者に対し、事前に当該大量買付行為に関する情報の提

供を求め、当社が、当該大量買付行為についての情報収集・検討等を行う時間を確保した上

で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、大量買付者との交渉等を行うた

めの手続を定めるものです。 

  なお、大量買付者は、本対応方針に係る手続の開始後、独立委員会検討期間終了時点、又は

独立委員会の勧告又は取締役会の判断に基づき株主意思確認総会が招集された場合の当該株主

意思確認総会の決議時点のいずれか遅いときまでの間、大量買付行為を実行してはならないも

のとしております。 
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(ⅱ) 新株予約権の無償割当ての実施 

  大量買付者が本対応方針において定められた手続に従うことなく大量買付行為を行う場合、

又は大量買付者による大量買付行為が当社の企業価値又は株主の皆様の共同の利益を著しく損

なうおそれがある場合等には、当社は、原則として、非適格者による権利行使は認められない

との行使条件及び非適格者以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条

項が付された新株予約権を、その時点の当社を除くすべての株主に対して新株予約権無償割当

ての方法(会社法第277条以下に規定されます。)により割り当てます。ただし、会社法その他

の法令及び当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断された場合

には、当該その他の対抗措置が用いられることがあります。 

(ⅲ) 取締役の恣意的判断を排するための独立委員会、株主総会の利用 

  本対応方針の運用ないし対抗措置の発動等に関する当社取締役会の恣意的判断を排除し、そ

の判断の合理性及び公正性を担保するため、以下の諸手当てを施しております。 

  まず、独立委員会規程に従い、当社社外取締役、当社社外監査役又は社外の有識者(実績あ

る会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士及び学識経験者

等)で、当社経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会(以下「独立委員会」といい

ます。)の客観的な判断を経ることとしています。なお、本対応方針の現在の独立委員会は、

独立性の高い社外監査役及び社外の有識者により構成されております。 

  また、一定の場合には、株主意思確認総会を招集の上、同株主意思確認総会に対抗措置の発

動に関する議案を付議することにより株主の皆様の意思を確認することとしています。 

  さらに、こうした手続の過程について、株主の皆様に適切かつ適時に開示することにより、

その透明性を確保することとしています。 

(ⅳ) 本新株予約権の行使及び当社による本新株予約権の取得 

  本新株予約権の行使又は当社による取得と引換えに、非適格者以外の株主の皆様に対して当

社株式が交付された場合には、非適格者の有する当社株式の議決権割合は、最大約33.3％まで

希釈化される可能性があります。 

  

④ 上記②及び③の各取組みについての取締役会の判断、並びにその判断に係る理由 

ａ．本対応方針が基本方針に沿うものであること 

  本対応方針は、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、当該買付等に応じるべきか否か

を株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要な情

報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と協議・交渉等を行うことを可能とするこ

とにより、当社の企業価値又は株主共同の利益を確保するための枠組みであり、基本方針に沿う

ものです。 

  
ｂ．本対応方針が株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的

とするものでないこと 

(ⅰ) 株主意思を重視するものであること 

  本対応方針は、株主の皆様の意思を反映させるため、平成22年６月29日開催の第50回定時株

主総会において議案としてお諮りし、承認可決されたものです。また、以下の場合に本対応方

針はその時点で廃止又は変更されます。 

イ．当社株主総会において本対応方針を廃止若しくは変更する旨の議案が承認された場合 

ロ．当社株主総会において選任された取締役によって構成される当社取締役会において本対応方

針を廃止若しくは変更する旨の決議が行われた場合 

  なお、当社取締役会は、独立委員会による勧告に基づき又は独自の判断で、定款変更後の当

社定款第15条第３項に基づき、本新株予約権の無償割当てに関する議案を株主意思確認総会に

付議することがあり、かかる場合には株主の皆様のご意思を直接確認することができることと

しております。 
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(ⅱ) 買収防衛策に関する指針の要件等を完全に充足していること 

  本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同

の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則(①企業価値・株主

共同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原

則)を完全に充足し、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第440条に定める尊重義務に

反しないものです。 

(ⅲ) 当社の企業価値又は株主の皆様の共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

  本対応方針は、当社の企業価値又は株主の皆様の共同の利益を確保・向上させることを目的

として、大量買付者に対して、当該大量買付者が実施しようとする大量買付行為に関する必要

な情報の事前の提供、及びその内容の評価・検討等に必要な期間の確保を求めるために、導入

されるものです。 

(ⅳ) 合理的かつ客観的な対抗措置発動要件の設定 

  本対応方針は、合理的かつ客観的な要件が充足されない限りは、対抗措置が発動されないよ

うに設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みが確保されて

います。 

(ⅴ) 独立委員会の設置、外部専門家の意見取得 

  本対応方針は、取締役会の判断の合理性及び公正性を確保するために、当社取締役会から独

立した組織として、独立委員会を設置することとしております。 

  かかる独立委員会の勧告を最大限尊重して当社取締役会が判断を行うことにより、当社取締

役会による恣意的な本対応方針の運用ないし対抗措置の発動を防止するための仕組みが確保さ

れています。 

  なお、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者(ファイナンシャル・アドバイザー、

公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。)の助言を得ることができ

るため、独立委員会による判断の公正性・客観性が強く担保される仕組みとなっております。

(ⅵ) 当社取締役の任期は１年であること 

  当社取締役の任期は１年であり、毎年の取締役の選任を通じて本対応方針につき株主の皆様

の意思を反映することが可能となります。 

(ⅶ) デッドハンド型・スローハンド型の買収防衛策ではないこと 

  本対応方針は、本対応方針の有効期間の満了前であっても、当社株主総会で選任された取締

役で構成された取締役会により、いつでも廃止することができるものとされております。ま

た、当社は期差任期制を採用しておりません。したがいまして、本対応方針は、デッドハンド

型買収防衛策(取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛

策)又はスローハンド型買収防衛策(取締役会の構成員を一度に交代させることができないた

め、発動の阻止に一定の時間を要する買収防衛策)ではありません。 

  

（５）研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は464百万円であります。 

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000 

計 90,000,000 

種類
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成24年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,386,282 27,386,282 
東京証券取引所 
市場第一部

単元株式数  100株

計 27,386,282 27,386,282 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成24年７月１日～ 
平成24年９月30日 

― 27,386,282 ― 3,274 ― 3,163 
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(6) 【大株主の状況】 

 
 (注)１. 上記のほか当社所有の自己株式1,310千株(4.79％)があります。 

２. 信託銀行等の信託業務に係る株式数については、当社として網羅的に把握することができないため、株主名

簿上の名義での保有株式数を記載しております。 

３. 株式会社みずほ銀行及びその共同保有者であるみずほ証券株式会社、みずほ信託銀行株式会社及びみずほ投

信投資顧問株式会社から、平成24年９月24日付で関東財務局長に提出された変更報告書により、平成24年９

月14日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末

における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができておりません。 

なお、変更報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
  

  平成24年９月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

きもと共栄会 東京都新宿区新宿２丁目19－１ 2,780 10.15 

株式会社精和 埼玉県さいたま市中央区本町東２丁目７-13 1,801 6.58 

きもと従業員持株会 東京都新宿区新宿２丁目19－１ 1,745 6.37 

木本  和伸 東京都練馬区 1,191 4.35 

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町２丁目１－１ 1,052 3.84 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 820 2.99 

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷３丁目29－22 742 2.71 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８－11 626 2.29 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 533 1.95 

泉株式会社 大阪府大阪市北区中之島３丁目３－３ 458 1.67 

計 ― 11,750 42.91 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

(千株)
株券等保有割合

(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 283 1.04 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５－１ 127 0.46 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２－１ 271 0.99 

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田３丁目５－27 414 1.51 

計 ― 1,097 4.01 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 
(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,600株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数56個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第２四半期累計期間において役員の異動はありません。 

  

   平成24年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

1,310,900 
― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

26,072,500 
260,725 ―

単元未満株式 普通株式    2,882 ― ―

発行済株式総数 27,386,282 ― ―

総株主の議決権 ― 260,725 ―

  平成24年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社きもと 

東京都新宿区新宿２丁目
19－１ 

1,310,900 ― 1,310,900 4.79 

計 ― 1,310,900 ― 1,310,900 4.79 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年７月１

日から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けてお

ります。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,850 10,426

受取手形及び売掛金 ※1  6,214 ※1  6,332

商品及び製品 705 729

仕掛品 656 949

原材料及び貯蔵品 405 441

繰延税金資産 174 171

その他 152 93

貸倒引当金 △25 △52

流動資産合計 18,132 19,091

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,735 3,588

機械装置及び運搬具（純額） 1,422 1,288

土地 1,187 908

建設仮勘定 77 145

その他（純額） 222 370

有形固定資産合計 6,646 6,301

無形固定資産   

ソフトウエア 92 44

その他 43 41

無形固定資産合計 135 85

投資その他の資産   

投資有価証券 1,612 976

繰延税金資産 499 547

長期預金 300 300

その他 272 377

貸倒引当金 △44 △151

投資その他の資産合計 2,640 2,050

固定資産合計 9,422 8,437

資産合計 27,555 27,529
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※1  4,590 ※1  4,196

1年内返済予定の長期借入金 409 391

1年内償還予定の社債 62 20

未払法人税等 162 226

賞与引当金 300 350

役員賞与引当金 9 －

その他 ※1  816 ※1  1,161

流動負債合計 6,350 6,347

固定負債   

長期借入金 774 596

退職給付引当金 1,652 1,685

長期預り金 59 59

その他 21 20

固定負債合計 2,508 2,361

負債合計 8,858 8,709

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,274 3,274

資本剰余金 3,427 3,427

利益剰余金 12,843 13,328

自己株式 △471 △605

株主資本合計 19,074 19,424

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 182 95

為替換算調整勘定 △560 △700

その他の包括利益累計額合計 △377 △604

純資産合計 18,696 18,819

負債純資産合計 27,555 27,529
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(2)【四半期連結損益及び包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

売上高 11,101 11,040

売上原価 7,951 7,493

売上総利益 3,150 3,546

販売費及び一般管理費 ※  2,348 ※  2,474

営業利益 801 1,072

営業外収益   

受取利息 11 14

物品売却益 25 1

その他 24 24

営業外収益合計 62 40

営業外費用   

支払利息 14 11

為替差損 237 130

その他 2 2

営業外費用合計 254 143

経常利益 609 969

特別利益   

固定資産売却益 0 0

投資有価証券売却益 7 －

特別利益合計 7 0

特別損失   

固定資産売却損 30 19

固定資産廃棄損 0 0

減損損失 － 106

投資有価証券評価損 58 －

特別損失合計 89 126

税金等調整前四半期純利益 527 843

法人税等 240 226

少数株主損益調整前四半期純利益 287 616

四半期純利益 287 616

少数株主損益調整前四半期純利益 287 616

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △50 △87

為替換算調整勘定 △189 △139

その他の包括利益合計 △239 △226

四半期包括利益 47 389

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 47 389

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 527 843

減価償却費 580 481

減損損失 － 106

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8 135

退職給付引当金の増減額（△は減少） 80 32

賞与引当金の増減額（△は減少） △101 50

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9 △9

受取利息及び受取配当金 △19 △21

支払利息 14 11

為替差損益（△は益） 199 106

固定資産除売却損益（△は益） 31 20

投資有価証券売却損益（△は益） △7 －

投資有価証券評価損益（△は益） 58 －

売上債権の増減額（△は増加） 705 △207

たな卸資産の増減額（△は増加） △213 △374

仕入債務の増減額（△は減少） △342 △370

その他 △282 72

小計 1,230 876

利息及び配当金の受取額 23 23

利息の支払額 △14 △10

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △733 △158

営業活動によるキャッシュ・フロー 505 730

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △192 △88

定期預金の払戻による収入 86 107

有形固定資産の取得による支出 △123 △163

有形固定資産の売却による収入 26 208

有形固定資産の除却による支出 △6 －

投資有価証券の取得による支出 － △0

投資有価証券の償還による収入 － 500

投資有価証券の売却による収入 96 －

貸付けによる支出 △2 △4

貸付金の回収による収入 0 5

その他 7 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー △106 553

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △195 △195

社債の償還による支出 △67 △42

自己株式の純増減額（△は増加） △0 △134

配当金の支払額 △91 △131

財務活動によるキャッシュ・フロー △355 △504

現金及び現金同等物に係る換算差額 △253 △168

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △209 610

現金及び現金同等物の期首残高 8,419 9,654

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  8,210 ※  10,264
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

該当事項はありません。 

  

【会計方針の変更等】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 

  
【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しており 

ます。 

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期 

間末日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

  

 
  

２ 偶発債務の内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日) 
当第２四半期連結累計期間

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

これにより、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益はそれぞれ４百万円増加しております。 

(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日) 
当第２四半期連結累計期間

（税金費用の計算） 

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当第２四半期連結会計期間 

(平成24年９月30日)

受取手形 183百万円 185百万円 

支払手形 118百万円 140百万円 

設備関係支払手形（その他） 3百万円 10百万円 

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当第２四半期連結会計期間 

(平成24年９月30日)

売上債権譲渡に伴う遡及義務 76百万円 33百万円 
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(四半期連結損益及び包括利益計算書関係) 

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

は、次のとおりであります。 

  

 
  

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

運搬費 164百万円 154百万円 

給料及び手当 720百万円 699百万円 

賞与引当金繰入額 118百万円 136百万円 

研究開発費 441百万円 464百万円 

貸倒引当金繰入額 9百万円 135百万円 

   

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

現金及び預金 

預入期間が３か月超の定期預金 
 

8,379百万円 

△168百万円 

10,426百万円 

△161百万円 

現金及び現金同等物 8,210百万円 10,264百万円 
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(株主資本等関係) 

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

  

 
  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

 
  

  

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日 
定時株主総会

普通株式 106 ４ 平成23年３月31日 平成23年６月29日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月27日 
取締役会

普通株式 106 ４ 平成23年９月30日 平成23年12月９日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日 
定時株主総会

普通株式 131 ５ 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月31日 
取締役会

普通株式 130 ５ 平成24年９月30日 平成24年12月７日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
 (注)１．セグメント利益又は損失の調整額は、主にセグメント間取引消去７百万円、棚卸資産の調整額０百万円であ

ります。 

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  
３．報告セグメントの変更等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
 (注)１．セグメント利益又は損失の調整額は、主にセグメント間取引消去５百万円であります。 

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

      (単位：百万円) 

 

報告セグメント
調整額 
(注)１

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額 
(注)２

日本 北米 東アジア 欧州 計

売上高        

  外部顧客への売上高 9,889 666 297 247 11,101 ─ 11,101 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

452 61 33 0 547 △547 ― 

計 10,341 728 331 248 11,649 △547 11,101 

セグメント利益又は損失(△) 829 △38 32 △31 791 10 801 

      (単位：百万円) 

 

報告セグメント
調整額 
(注)１

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額 
(注)２

日本 北米 東アジア 欧州 計

売上高        

外部顧客への売上高 9,808 799 304 128 11,040 ― 11,040 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

392 77 32 0 503 △503 ― 

計 10,200 877 337 129 11,544 △503 11,040 

セグメント利益又は損失(△) 954 103 47 △38 1,066 5 1,072 
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２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

「日本」セグメントにおいて、愛知県名古屋市に所有する事務所及び駐車場の土地につきまして、

取得価額に対する時価の著しい下落、また、駐車場は事業の用に供することがなくなりましたので、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として、それぞれ46百万円、60百万円を

特別損失として当第２四半期連結累計期間に計上いたしました。 

なお、当資産グループの回収可能性は正味売却価額により測定しており、土地については適切に市

場価格を反映している指標に基づき合理的に算定された価額により評価しております。 

  
３．報告セグメントの変更等に関する情報 

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴

い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人

税法に基づく方法に変更しております。 

当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の「日本」のセグメント利益が４

百万円増加しております。 

  
(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

第53期(平成24年４月１日から平成25年３月31日まで)中間配当につきましては、平成24年10月31日開

催の取締役会において、平成24年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のと

おり中間配当を行うことを決議いたしました。 

項目 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 10円78銭 23円40銭 

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 287 616 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 287 616 

普通株式の期中平均株式数(株) 26,675,403 26,342,554 

２ 【その他】

①  配当金の総額 130,376,560円

②  １株当たりの金額 ５円00銭

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成24年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成24年11月８日

株 式 会 社 き も と 

取 締 役 会   御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社きもとの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平
成24年７月１日から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益
計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社きもと及び連結子会社の平成24年
９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

太 陽 Ａ Ｓ Ｇ 有 限 責 任 監 査 法 人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士    大    村          茂    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士    大    兼    宏    章    印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年11月12日 

【会社名】 株式会社 きもと 

【英訳名】 KIMOTO CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 木本 和伸 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区新宿二丁目19番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所  

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

  

  

  



当社代表取締役社長 木本 和伸は、当社の第53期第２四半期(自 平成24年７月１日 至 平成24年

９月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いた

しました。 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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